
主文  
  
  １ 原告の主位的請求を棄却する。  
 ２ 被告は，原告に対し，１６００万８７２０円及びこれに対する平成１８

年１０月１４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。  
 ３ 原告のその余の予備的請求を棄却する。  
 ４ 訴訟費用はこれを５分し，その１を原告の，その余を被告の各負担とす

る。  
 ５ この判決は，第２項に限り，仮に執行することができる。  
  
  
  
事実及び理由  
  
 第１ 請求  
 １ 主位的  
 被告は，原告に対し，２００１万０９００円及びこれに対する平成１８年１

１月８日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。  
 ２ 予備的  
 被告は，原告に対し，２００１万０９００円及びこれに対する平成１８年１

０月１４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。  
第２ 事案の概要  
 本件は，主位的には，原告が被告（担当者Ｃ）とパーソナルコンピュータ（以

下「パソコン」という。）の売買契約をし，同契約に基づき被告に商品を引き渡

したとして，被告に対し，同契約に基づく売買代金及び約定支払日の翌日から

の商事法定利率による遅延損害金の支払を求め，予備的には，Ｃが，被告にお

いてパソコンの売買契約を締結する権限がないのにそれがあるかのように装っ

て，原告との間で同契約を締結し，原告に商品を交付させ，損害を与えた行為

につき，不法行為が成立し，被告は使用者責任を負うとして，商品代金額相当

の損害賠償金及び本件訴状送達の日の翌日からの遅延損害金の支払を求めた事

案である。  
 １ 当事者間に争いのない事実及び以下掲記の証拠により容易に認められる

事実  
  (1) 原告は，事務処理，データー処理に関する機械・器具及び材料の製造，
加工，販売並びに輸出入等を主たる業務の１つとする株式会社である。  
 被告は，事務機，電算機及び教育機器の販売並びにこれに付随するメンテナ



ンス・サービスの事業を主たる業務の１つとする株式会社である。（争いのない

事実）  
  (2) 平成１８年６月１５日，原告（担当者Ｄ課長代理）は，当時被告の従
業員であったＣとの間で，原告が，被告に対し，松下電器製パソコン７０台（Ｃ

Ｆ－Ｙ５ＫＷ８ＡＸＲ６０台，ＣＦ－Ｗ５ＫＷ８ＡＸＲ１０台。以下「本件商

品」という。）を代金２００１万０９００円（消費税込み）で売り渡し，売買代

金は，被告が，同月末締めにより，締日起算１３０日サイトの約束手形を同年

翌月末に振り出す方法により支払う（したがって，上記約束手形の満期は同年

１１月７日）との売買契約（以下「本件売買契約」という。）を締結した。（争

いのない事実，甲１，２）  
  (3) 同年６月１７日，原告（担当者Ｅ）は，本件商品をＣに引き渡した。（甲
３，４）  
 ２ 争点及びこれに対する当事者の主張  
  (1) 争点１―本件売買契約の成否―Ｃの代理権限の有無あるいは表見代理
の成否（原告の主位的主張）  
 （原告の主張）  
   ア その１―有権代理  
 以下の事情に照らせば，被告は，Ｃに対し，本件売買契約に先立ち，同契約

締結の代理権を与えていた。  
 （ア） 被告の目的には，事務機，電算機及び教育機器の販売も含まれてい

る。  
 （イ） 本件売買契約は，被告作成に係る発注書により申し込まれ，被告作

成の受領書も交付されている。  
 （ウ） Ｃを担当者とする被告と，原告の子会社である株式会社ムサシ・ユ

ニシステム（以下「ユニシステム」という。）とは，平成１７年２月から平成１

８年４月まで総額約３３００万円に及ぶパソコン等物品の販売契約を継続的に

行っており，それらの代金については被告振出しの手形によりすべて決済され

ていた。  
 （エ） 原告と被告との間では，原告が用意した用紙に基づき，被告名の記

載のみあり，部署名及び発注番号の記載なく，担当者である事業部長の個人印

を使用して作成された発注書を用いて取引されたことがあり，本件売買契約は

それと同様の態様で行われている。  
 （オ） Ｃは，以前ダイワボウ情報システムからパソコン等を仕入れ，これ

を鹿島建設株式会社（以下「鹿島建設」という。）に販売していたことがある。  
 （カ） Ｃは，原告からパソコンを仕入れたことを被告に報告しており，被

告のＤＳ事業部部長であるＦにおいても，原告から仕入れたパソコンが第三者



に販売されたことに基づく損害を問題視しているが，Ｃがパソコンを仕入れた

こと自体は問題と考えていなかった。  
   イ その２―会社法１４条に基づく主張  
 （ア） Ｃは，被告において，パソコン販売等の権限を授与され，本件売買

契約を締結した。  
 （イ） 原告は，被告がＣの代理権に制限を加え，本件売買契約締結の代理

権を授与されていないことについて知らなかった。  
   ウ その３―民法１１０条に基づく主張  
 （ア） 被告は，Ｃに対し，対外的交渉権限を授与していた。  
 （イ） 原告には，Ｃが本件売買契約締結の代理権を有していると信じたこ

とにつき，以下のとおり，正当な理由がある。  
  ａ ユニシステムは，被告から過去約１０年間に及び，鹿島建設向けのコ

ピーやスキャニングの受託加工業務を受注し，円満かつ滞りなく取引を継続し

てきた。  
 そして，平成１７年２月から平成１８年４月までは，被告は，ユニシステム

との間で，Ｃを担当者として，総額約３３００万円に及ぶパソコン等物品の販

売を継続的に行い，その代金については被告振出しの手形で滞りなく決済され

ていた。  
  ｂ ユニシステムが，パソコン代金につき，コピーやスキャニング代金名

目で被告に請求書を発行したこと，平成１８年４月分のパソコン代金について

請求書を２通に分けたこと，被告の注文にかかるパソコンの納品先が第三者の

有限会社田中通商（以下「田中通商」という。）であったことはいずれもＣの指

示によるものであり，そのような指示自体は顧客の要請に応じたものとして，

特段不自然であるとする事情はなかった。  
  ｃ 原告と被告は，昭和５４年からの古い取引関係があり，Ｅの上司であ

るＤは平成４年から被告の営業担当であり，Ｃの上司であるＦとも面識があっ

た。  
 本件売買契約の前の平成１８年５月初旬，被告担当者Ｃ，原告担当者Ｅとし

て，本件売買契約と同様の条件によるパソコン４８台の売買契約が成立し，こ

れが決済されている。したがって，本件売買契約につき，原告が被告に電話確

認をしないことに問題はない。なお，Ｅは被告を担当しているが，特にＩＰＳ

事業部（物品販売取引部門）を担当しているというわけではない。  
  ｄ 本件売買契約はパソコン販売名目で申込みされており，実行されてい

る。その使用された発注書及び受領書は被告の正規のゴム印及び社印によるも

のである。  
 原告と被告との間では，本件売買契約と同様に，原告が用意した用紙に，被



告名のみを記載し，部署名及び発注番号の記載をせず，担当者である事業部長

の個人印を押印して作成された発注書を用いて取引されたことがある。取引先

からの要請を受けて発注書等の用紙を原告で作成することは頻繁にあり，不自

然なことではない。また，商品の納入先が第三者であること，納品書，請求書

がＣに直接渡されたことも，顧客であるＣからの指示に原告が従ったにすぎな

い。  
 また，原告担当者は，被告においてどのような事業部があるのか，それがど

のような業務分担になっているのかなどにつき，特段意識したことはなく，Ｃ

が所属するというＤＳ事業部が何を意味するのかについても，関心を持ち得な

かった。  
  ｅ 原告は，前記ａの事情を知っていたが，本件売買契約の原告担当者Ｄ

及びＥは，被告とユニシステムとの間のパソコン取引においてコピーやスキャ

ニング代金名目の書類がやりとりされていることを知らなかった。  
   エ その４―民法１０９条に基づく主張  
 （ア） 被告は，Ｃに対し，営業部員であることを示す被告作成の名刺の使

用を許諾し，同人を被告発行名義の書類の作成を可能とする状況においていた

ことにより，原告に対し，Ｃに本件売買契約の代理権を与えた旨表示した。  
 （イ） 前記ウ（イ）のとおり，原告は，Ｃに代理権がなかったことにつき，

悪意ではなく，代理権がないことを知らなかったことにつき過失もない。  
 （被告の主張）  
   ア 原告の主張その１について  
 （ア） Ｃは，被告において複写加工サービスを行うＤＳ事業部に所属して

いたのであり，同部署は物品の販売を行う部署ではなく，Ｃはパソコン等物品

販売には一切かかわりない。そのため，Ｃは，被告からパソコンを発注する権

限を授与されたことはなく，本件売買契約についても，代理権を授与されたこ

とはない。  
 （イ） Ｃは，パソコン等の納品を担当したことがあるが，それは被告がダ

イワボウ情報システムから仕入れたパソコンを鹿島建設に納品するに当たり，

Ｈ支店長がその旨Ｃに指示したことから事実上行ったにすぎない。  
   イ 原告の主張その２からその４について  
 前記ア（ア）のとおり，被告はＣに対し，パソコンの売買契約締結につき代

理権を授与したことはない。  
 そして，Ｃが原告との間で行ったパソコン取引について，原告担当者はそれ

が不正な取引であることを認識していたか，あるいは認識し得たのに被告に全

く確認なく行った。  
  (2) 争点２―使用者責任の成否（原告の予備的主張）  



 （原告の主張）  
   ア 本件売買契約当時，Ｃは被告の営業部員であり，被用者であった。  
   イ Ｃは，本件売買契約を締結する権限もないのに，それがあるかのよ

うに装って，原告を誤信させ，原告との間で，事務機，電算機及び教育機器の

販売を目的に含む被告の事業の執行につき，本件売買契約を締結し，原告から，

同契約に基づく本件商品を詐取し，原告に商品代金額相当の損害を与えた。  
   ウ 前記(1)ウ（イ）の事情に照らせば，原告は，Ｃの上記不法行為が被
告の職務権限内で行われたことにつき悪意も重過失もない。  
 （被告の主張）  
   ア Ｃは被告の被用者であり，Ｃに不法行為が成立することは認める。  
   イ しかし，Ｃの行為は，被告の事業の執行につき行われたものではな

い。  
 Ｃの行った物品販売行為は，被告の目的外のものであり，被告の事実支配が

及ばず，利益も帰属しない。被告においては，原告からの仕入に関し，仕入計

上も売上げ計上もしていない。  
   ウ Ｃの行為は，Ｃの被告における職務権限内で適法に行われたもので

はなく，そのことにつき，以下の事情に照らせば，原告は悪意であったか，ま

たは知らなかったことについて重過失があった。  
 （ア） 平成１７年２月以降平成１８年４月まではＣが担当して，ユニシス

テムからパソコンを仕入れ，それを被告とは一切関係のない田中通商に送付す

る取引が行われていたが，その取引において，Ｃは，パソコン取引代金に相当

する金額を，ユニシステムのＧにコピーやスキャニング等をしたことにして，

被告あての納品書や請求書を作成するように頼み，Ｇもこれに荷担し，Ｃの要

求に応じていた。  
 平成１８年４月分のパソコン代金の請求書は，２通に分けてＣに直接交付さ

れていたが，正規の取引であれば，原告からの請求書は被告の経理部，若しく

は営業担当部署あてに郵送される。  
 また，正規の取引であれば，支払日の前日には必ず原告側から支払金額の確

認の電話を受けるのであるが，本件に関しては原告側から支払金額に関する確

認はなかった。  
 平成１８年４月，Ｃは，仕入れ先の紹介をＧに依頼したが，ＧはＣの不正な

取引を知った上で，Ｅを紹介し，Ｅは，その不正，すなわち，品名偽装してい

たことを知りながら，それにつき何ら被告に確認することなく，不正な取引を

引き継いで継続し，Ｃの言うがままに取引をした。また，Ｅは，被告の稟議を

経るなど了解をとることもなく，無断で同じ態様の取引を行っている。  
 また，ユニシステムの社員は原告からの異動が多く，ユニシステムと被告と



の不正な取引についての情報は原告にも伝わっていた。  
 （イ） 以下の事情に照らせば，本件売買契約においても，原告担当者はそ

れが不正な取引であることを認識し得たのに，取引態様，取引書類等をチェッ

クすることなく，そのまま取引を継続し，被告に全く連絡もしなかった。  
  ａ Ｃは，過去に一度も本件売買契約のようなパソコンの大量発注をした

ことはない。また，原告担当者のＥは，被告のＩＰＳ事業部の担当者であり，

Ｃが所属しているＤＳ事業部は複写加工の仕事が主であり，物品取引を扱って

いないことを認識していた。  
 また，原告において，物品取引をする被告のＩＰＳ事業部の担当部署とＤＳ

事業部の担当部署は分かれており，原告内部でチェックすれば，不正取引はす

ぐに判明し得た。  
  ｂ 原告と被告とのパソコン取引開始時に，原告から事前の連絡や確認は

なく，基本的な取引契約書の取り交わしも行っていなかった。  
  ｃ 本件売買契約については，原告と被告との間で通常行われている取引

に使用している様式とは異なる書類が使用されており，発注番号もなく，それ

らは原告側で作成された。そして，それらの書類に押印されている被告のゴム

印，社印もＣの所属する部署のものではなく，他部署のものをＣが盗用したも

のであった。  
 また，受領書については合計金額が請求書と一致せず，発行年月日が手書き

であった。  
  ｄ 原告と被告との通常の取引と異なり，原告からの請求書は直接Ｃに交

付され，また，支払日の前日には原告側から支払金額に関する確認はされなか

った。  
 原告は，被告の決済方法，決済条件を知っており，本件売買契約の代金決済

がそのような正規の処理方法になっていないことにつき，確認が不十分であっ

た。  
  ｅ 本件売買契約においては，原告は被告との正規の取引と同様な配送手

段をとっておらず，納品は被告がこれまで一度も取引を行ったことのない田中

通商に対しなされた。  
第３ 争点に対する判断  
 １ 前記第２，１の事実のほか，証拠（以下に記載）によれば，以下の事実

が認められる。  
  (1) Ｃは，昭和６２年４月１日付けで被告に入社し，複写・印刷事業部（現
在のＤＳ事業部）に配属となり，本件売買契約当時まで複写加工サービスの営

業担当として，建築図面や関連資料のコピー・マイクロ写真撮影及びそれらの

製本加工等の営業をしていた。Ｃが担当した主な顧客は，鹿島建設の建築設計



本部であり，営業活動として，同本部があるビルの中にある複写サービス業者

の待機する複写外注室に原則として待機し，顧客からの電話を受けて仕事を受

注し，その注文につき，納期や自社内の機械設備状況を判断して，自社で対応

できるものについては自社に持ち帰り，それができない注文についてはユニシ

ステムに外注依頼する（ただし，Ｃがユニシステムへの外注依頼を担当したの

は平成１３年ころからである。）などしていた。  
 Ｃは，被告において平社員であり，Ｃ自身に被告を代理して契約するなどの

権限はなく，その名刺にも役職等の記載はされていなかった。また，担当して

いた複写加工サービスの業務に，物品販売は含まれていなかった。（甲８，乙１

４，１５，証人Ｃ，同Ｆ）  
  (2)ア ユニシステム（昭和４１年９月２１日設立，資本金の額２０００万
円）は，商業登記簿上，印刷業，情報処理サービス業及び情報提供サービス業

等を目的とする株式会社で，原告の関連会社であり，主にはコピーやスキャニ

ングの受託加工業務を行っていた。ユニシステムは，被告（昭和２６年９月１

２日設立，資本金の額２億円）との間でも，約１０年前から，主に鹿島建設向

けのコピーやスキャニングの受託加工業務を受注し，継続的に取引をしていた。  
 ユニシステムの複写加工受託の営業を担当していたＧは，平成１３年４月こ

ろから被告の担当となり，前記業務において，被告と取引してきたが，その相

手方である被告の担当者のＣと平成１６年ころに知り合った。（甲２０，乙１５，

２１，２２，証人Ｇ，同Ｃ）  
   イ（ア） 平成１７年２月ころ，Ｃは，同僚や後輩に比べ昇進が遅れ，

複写サービスの受注量も減り，売上げを上げることができずに悩んでいたとこ

ろ，田中通商に勤務する知人からパソコンを安く仕入れられるならいくらでも

買ってやるし，代金は現金払いでいいと言われ，同社を販売先として紹介され

たことから，パソコンを販売し，その売上げを自分が担当している顧客から複

写サービスの注文をもらったことにして架空の売上げを上げ，成績を上げよう

と考えた。  
 しかし，Ｃは，物品販売を担当しておらず，上司の許可なくパソコンを販売

することはできなかったため，被告に対しては，売上げとして報告するが，そ

れがパソコン販売によるものであることを隠す必要があった。  
 そこで，Ｃは，Ｇに対し，顧客からの要求があるので，パソコンを販売して

ほしい，ただし，顧客からは請求の品名をコピーやスキャニングにするよう求

められているので，請求書の品名はそのようにしてほしい旨依頼した。Ｇは，

Ｃから上記の話を聞き，そのような顧客の要求もあり得ることと思ったが，こ

れまでのＣとの取引でパソコンを販売したことはなかったため，上司に相談し，

複写加工名義でパソコンを販売することについて了承を得た。  



 そして，平成１７年２月以降平成１８年４月まで，Ｃは，田中通商から注文

を受けて，ユニシステムにパソコンを口頭で発注し，田中通商から指示された

納品先に納品してもらうという態様でパソコン取引をしていた。そのうち，平

成１８年３月までの１か月当たりの取引金額は４７万円ないし１５３万円であ

り，多いときで約４５８万円に及ぶこともあった。  
 Ｇは，請求書の品目をコピーやスキャニングにすることのほか，パソコンの

納品先及び方法についてもＣから指示を受け，指示された場所に直送したり，

発送先の担当者と一緒に引取りに来たＣに渡すなどしていた。Ｃの指定する納

品先として，田中通商がインターネット上のオークションに登録している店舗

名である＠相模北野店があったが，これについて，Ｃは，Ｇには，そこに最終

的なユーザーである鹿島建設の社員が引取りに行くとか，鹿島建設のＯＢがい

るからなどと説明していた。ユニシステムは，納品については，宅配便業者か

ら届け先の受領印をもらった伝票をファクシミリ送信させて確認していた。納

品完了後，Ｇはパソコンでなく，コピーやスキャニングを品名に記載した納品

書を作成してＣに渡し，Ｃは受領書にサインをしてＧに渡していた。  
 ユニシステムから被告に対する請求は，他の通常の取引と同様に，毎月１日

から月末までに取引した分の請求明細書（納品書が複写されている伝票）を添

付し，合計金額が記載されている請求書を，Ｇが被告営業担当者に渡し，それ

がＤＳ事業部の担当者に渡って，ユニシステムから受領した納品書と請求明細

書が照合され，経理部門に支払依頼がいき，精算するという方法で処理されて

いた。  
 ユニシステムと被告とのパソコン取引について，ユニシステムは，平成１８

年３月分の取引まですべて問題なく，被告から支払を受けていた。（甲２０，乙

５，７の１及び２，１５，証人Ｇ，同Ｃ）  
 （イ） 平成１８年４月，ＧはＣからパソコン５０台，取引金額約１５００

万円の発注を受け，従来どおりそれを原告から仕入れ，納品については，Ｃの

指示により，納品先の担当者と一緒に引取りにきたＣに渡すという方法で行っ

た。納品後，Ｃは，Ｇに対し，今月は，請求金額が大きいので，請求書を４月

末締めと５月末締めに分けて，自分に直接渡してほしいと言ったところ，Ｇは

これに応じ，４月末締めと５月末締めで，いずれも支払期日を同年６月１０日

とする請求書を作成し，Ｃに渡した。このうち，５月締めのものは，被告とユ

ニシステムとの従来の取引であれば，７月１０日が支払期日となるはずである

が，ユニシステムにおいて仕入れが発生しており，なるべく早く回収したいと

考えたＧが，Ｃと交渉した結果，６月１０日とすることになったものであった。

また，ユニシステムと被告との取引では，通常，手形による決済が行われてい

たが，５月締めとし，６月１０日を支払期日とする分については，Ｃが顧客か



ら回収して現金で支払うことになった。  
 そして，いずれの請求書についてもそのとおり決済された。ただし，５月締

めで作成された請求書について，実際にＣが支払ったのは同年６月１６日であ

った。（甲２０，乙６の１から６まで，１５，証人Ｇ，同Ｃ）  
 （ウ） 平成１８年４月，ユニシステムの社長が交代し，新社長は，ユニシ

ステムの本業である複写加工業に徹底し，パソコン販売は行わないという方針

を示した。そのため，Ｇは，Ｃに対し，ユニシステムでは今後パソコン販売は

できなくなると伝えた。  
 すると，Ｃは，顧客からの次の発注が決まっているので困ると言ったので，

Ｇは，ユニシステムがパソコンを仕入れていた原告に，直接取引できるかを聞

いてみると言い，原告のＥに対し，ユニシステムではパソコン販売をしないこ

とになったので，原告で検討して，被告と直接取引してもらえないかと伝えた。  
 そこで，Ｅは，上司のＤに相談し社内で検討した上，原告から直接被告に販

売可能である旨をＧに伝えた。  
 なお，原告が被告と直接パソコン取引をするに当たり，Ｇが，Ｅに対し，ユ

ニシステムと被告との間で，コピーやスキャニングを品名としてパソコン取引

を行っていたこと等具体的な取引の態様は話していなかったし，Ｃから，それ

がＥに伝えられることもなかった。  
 また，Ｇは，Ｅ及びＣのみと交渉し，原告や被告の他の担当者に連絡するこ

ともなかった。（甲１８，１９，２０，乙１５，証人Ｇ，同Ｅ，同Ｄ，同Ｃ）  
  (3)ア 原告（昭和２１年１２月５日設立，資本金の額１２億０８５０万円）
と被告とは昭和５４年から取引があった。被告のＤＳ事業部とも，印刷関係の

物品や設備機器等の売買契約をしたこともあった。（乙４の１から４，１０，証

人Ｄ，同Ｆ）  
   イ 平成１８年５月上旬ころ，Ｅは，Ｃから，電話で，鹿島建設に納入

するパソコンにつき，当初４３台の，その後それに加えて５台の発注を受け，

いずれでもその届け先を＠相模北野店と聞き，そのとおりに納品し，その受領

につき宅配便業者から報告を受けていた。  
 Ｃは，Ｅに対し，上記取引の請求書は直接自分に渡してほしいと伝えていた

が，その後，Ｅから，発注書をもらいたいと要請されたので，Ｃは，発注書は

原告の方で作成してもらいたい，被告に来社してほしいと伝えた。  
 そこで，Ｅは，原告の用紙による発注書等を準備し，取引開始の挨拶をする

こともあってＤを同道して，被告を訪問し，同社の入っているビル１階のロビ

ーでＣと面会した。  
 そして，原告で作成したパソコン４８台分を納品日ごとに分けた発注書（甲

１０）に被告の社印及びＣの印をもらい，受領書についても納品日ごとに，同



年５月１１日付け（甲１１の１），同月１２付け（甲１１の２），同月１５日付

け（甲１１の３）のものを準備して，これにもＣから被告の社印及びＣの印を

押印してもらった。そして，Ｅは，Ｃに対し，注文請書，納品書（甲１２）並

びに請求書（甲１３）を渡した。  
 Ｃは，上記各書類へは，被告本社１階にあるドキュメントサービスセンター

の使用する印鑑を無断で持ち出して押印し，また，自分の印を押印していた。  
 また，被告と原告との取引での決済条件は，末締めで翌月末日に締め日を起

算日とする１３０日サイトの手形を振り出して行うというものであったが，Ｄ

は，Ｃに対し，パソコンは仕入れ先に対する支払サイトが短いため，被告から

の入金サイトを短縮してほしいと要請した。（甲１９，２０，乙８の１から６ま

で，１５，証人Ｅ，同Ｄ，同Ｃ）  
  (4) 同年６月１４日，Ｃは，Ｅに連絡を取れなかったことから，代わりに
上司のＤに，鹿島建設向けのパソコン７０台の見積を依頼した。ＤはＣから要

求された商品があるかどうかを仕入れ先に確認したところ，同等品の在庫があ

ると聞いたことから，Ｃに対し，その価格と納期を伝えた。  
 同月１５日，Ｃは，Ｄに対し，パソコン７０台を注文し，当初翌日である金

曜日の納品を希望した。そこで，Ｄは，パソコンの仕入れ先に確認した上，納

品は土曜日になること，商品の受渡しは原告本社で１０時ころになること及び

原告あての注文書がないと発注できないため，注文書のひな形をファクシミリ

で送信するから早急に社印を押印し用意してほしいことを伝えた。  
 これに対し，Ｃは，Ｄに対し，鹿島建設に納品日及び受渡場所の了解を得た

ので，パソコンを手配してほしいと依頼し，同月１７日土曜日に受渡場所を原

告本社とすることで双方が合意した。  
 同日の夕方，Ｃが原告本社に来社して，Ｄが作成し準備した売買代金額２０

０１万０９００円発注書（甲１）に被告の社印及びＣの印を押し，本件売買契

約を締結した。この社印の押捺も，Ｃが被告の社印を無断で持ち出して行った

ものである。  
 同月１７日，Ｃは，鹿島建設の人間とする３人を連れて原告に来社し，パソ

コン７０台を車に積み込んだ。これにＥが立ち会っていたところ，同人は，Ｃ

に対し，原告が作成した受領書（甲４）を示して，被告の社印及びＣの印を押

してもらい，Ｃに，注文請書（甲２），請求書（甲５）及び納品書（甲３）を渡

した。上記被告社印の押捺も，Ｃが被告に無断で真正な印章を持ち出し行った

ものであった。（甲１８，１９，乙１５，１６，証人Ｅ，同Ｄ，同Ｃ）  
  (5)ア Ｃは，原告のＥに対しては，Ｇとの取引のように，コピーやスキャ
ニングを品名とする取引を依頼せず，原告から品名にパソコンが記載された納

品書及び請求書等を受け取っていたため，それを被告に提出することができず，



被告をして支払をさせることができなかった。また，原告と被告との間では手

形で決済することになっていたところ，Ｃは手形を振り出すことができなかっ

た。  
 そのため，Ｃは，同年５月に発注した取引については，Ｄからの要請に対応

する形をとり，上記取引決済の手形振出予定日の前日である同年６月２９日に

原告を訪問して，Ｅ及びＤに会い，手形ではなく，末日締めで翌月末に銀行振

込みで支払ができると伝え，これが原告に了承されたことから，同年６月３０

日，Ｃ個人が，被告の名前で前記パソコン代金を原告指定の口座に振り込み支

払った。（甲１７，１８，１９，乙１５，１６，証人Ｄ，同Ｅ，同Ｃ）  
   イ Ｅは，前記(4)の取引の後，上司から，継続して取引する案件であれ
ば基本契約書を作成しておいたほうがいいと言われたことから，その契約書を

作成し，Ｃに渡していた。しかし，Ｃは，被告に内緒で取引をしていたので，

この契約書を作成し，原告に提出することができなかった。（乙１５，１６，証

人Ｅ，同Ｄ，同Ｃ）  
  (6) 同年７月３１日，Ｄは，本件売買契約についても現金で入金されるも
のかどうかを電話でＣに確認したところ，Ｃはその日の夕方に経理から振り込

むと回答した。  
 しかし，夕方になっても，翌日になっても入金確認ができず，そのうち，Ｃ

と連絡がつかなくなった。  
  (7) 同年８月２日，Ｄは，被告のＦと面会して，パソコン販売について入
金がないことを話したところ，Ｆはそのことを聞いておらず，その後，被告か

ら原告に対し，原告とのパソコン取引はＣ個人の問題であり，被告としては関

知しないとの見解を示され，原告は支払を得ることができなかった。（甲１８，

乙１４，証人Ｄ，同Ｆ）  
  (8) Ｃは，その後，事情聴取されるなどし，最終出社日である平成１８年
７月２８日付けで，被告を懲戒解雇された。（乙１４，１５，証人Ｃ）  
 ２ 争点１について  
  (1) Ｃの本件売買契約締結の代理権の有無（原告の主張その１）について  
   ア 前記１(1)で認定したとおり，Ｃに，被告を代理して本件売買契約を
締結する権限があったということはできない。  
   イ（ア） 確かに，前記第２，２(1)（原告の主張）ア（イ）において原
告が主張するとおり，被告の目的には，事務機，電算機及び教育機器の販売も

含まれていること，本件売買契約については，原告が作成し，被告の真正な印

章により押印された発注書が作成され，受領書も交付されていること，被告と

ユニシステムとでは平成１７年２月から平成１８年４月までパソコン取引が行

われ，それが全て決済されていることが認められる。  



 （イ） しかし，Ｃは何ら肩書のない一社員にすぎず，担当業務も複写加工

サービスに限られており，上司の許可がない限り，パソコン等の物品販売は許

されていなかった。また，被告の会社としての目的はＣの権限そのものを示す

ものではなく，また，発注書や受領書に使用された被告の社印も，Ｃが無断で

持ち出し，使用したものであって，それらのことが，Ｃの代表権限を裏付ける

ものとはいえない。  
 また，被告とユニシステムとの取引は，請求書に，実際の商品と異なる品名

が記載されていたことを除き，ユニシステムにおいては通常の経理処理がなさ

れ（証人Ｇ），被告においても，関係書類を元にそれぞれの担当者が処理し，す

べて決済し，実際に売上げとして計上されていること（証人Ｃ，同Ｆ）及びそ

の後，それがＣの不正取引として取り上げられた後も，何らかの経理処理がな

されたことが窺われないこと（証人Ｆ）に照らせば，被告として半ば追認して

いたということもできる。  
 しかし，本件売買契約は，請求書等の関係書類が全く被告に提出されておら

ず，ＤがＦに面会してＣとの間でパソコン取引があったことが発覚する以前に，

被告自身が会社として通常処理する態様で関与していたことも認められず，ユ

ニシステムと被告との取引と同様のものと見ることはできず，他に，Ｃに本件

売買契約を締結する権限があったことを認めるに足りる証拠はない。  
  (2) 会社法１４条に基づく主張（原告の主張その２）について  
 前記のとおり，被告が，Ｃにパソコン販売等の権限を授与したことを認める

に足りる証拠はないから，その余の点について判断するまでもなく，原告の主

張には理由がない。  
  (3) 民法１１０条に基づく主張（原告の主張その３）について  
   ア 原告は，被告が，Ｃに対し，対外的交渉権限を授与していたと主張

する。確かに，前記１(1)のとおり，Ｃは被告において複写加工サービスの営業
を担当しており，顧客からその業務の範囲内で注文を受けることがあり，おそ

らく，その際，顧客との間で価格や納期等の交渉をしていたことも容易に推測

される。  
 しかし，それが事実上交渉していたのか，何らかの法律行為をする権限まで

授与されていたのかは必ずしも明らかでなく，Ｃが複写加工サービスを販売し

ていたというのも，Ｃが被告の一社員にすぎなかったことに照らせば，それに

係る契約締結行為は，被告あるいは上司の名前で行っていたものと考えられ，

民法１１０条の適用の前提となる基本代理権まで有していたことを認めるに足

りる証拠はない。  
   イ（ア） ところで，Ｃに何らかの基本代理権もない場合でも，前記１(1)
のとおり，Ｃは複写加工サービスの営業を担当し，顧客からの発注につき，自



社対応を決めたり，外注したりしていたことから，Ｃが，被告の使者として同

サービスの受注につき契約締結行為を行っていたことが推認され，このことを

前提に民法１１０条の類推適用を検討する余地がある。  
 （イ） そこで，同条のいう「正当な理由」があるかどうかについて検討す

るに，確かに，前記１(2)のとおり，被告は，ユニシステムに対し，約１０年間
に及び，鹿島建設向けのコピーやスキャニングの受託加工業務を発注し継続し

て取引をしていたこと，平成１７年２月から平成１８年４月までは，被告は，

ユニシステムとの間で，Ｃを担当者として，パソコン取引が行われ，その代金

はすべて決済されていたこと，その取引における具体的な事情，すなわち，請

求書はパソコンでなく，コピーやスキャニングを品目として発行されていたと

か，平成１８年４月分のパソコン代金について請求書を２通に分けていたとか，

被告の注文にかかるパソコンの納品先が第三者の田中通商であったなどの事情

がＣあるいはＧからＥあるいはＤに伝えられることはなかったこと，原告と被

告は，昭和５４年から取引関係があり，ＤとＦとは従前から面識があったこと

（証人Ｄ，同Ｆ），本件売買契約の前の平成１８年５月発注のパソコン取引につ

いては，発注書等の書類においてもパソコン取引であることが明示され，それ

らの書類には被告の真正な社印が使用されて，決済もされていること等，原告

が正当事由と評価すべきとする事実が認められる。  
 しかし，被告とユニシステムとの取引は，パソコン取引以前から複写加工サ

ービスの取引が継続していた上で始まったものであり，ユニシステム作成の発

注書等の書類が被告の決済手続にのり，両社の通常の決済方法により決済され

ていたものであるところ，ＥあるいはＤは，ユニシステムでのそのような取引

状況を聞いていたわけではなく，Ｅがユニシステムから被告に納入するパソコ

ンの発注を受けていたことから，その取引台数等を知り得たということはあっ

ても，それのみでは，Ｃの本件売買契約に係る権限に対する信頼を基礎づける

には不十分である。  
 
 そして，Ｅは，ＧからＣの紹介を受けたが，Ｃの権限を証する書類等を見た

り，その権限を被告に確認したりしたことはなく（証人Ｅ），Ｃの名刺（甲８）

にも被告を代表して本件売買契約を締結するような権限が表示されておらず，

また，何らの肩書も付されていなかったこと，Ｅは取引のあいさつを兼ねて上

司のＤを同行して，平成１８年５月ころ，被告を訪ね，Ｃと面会したが，その

際，Ｃのみが対応し，Ｃの上司等があいさつに出てくることもなかったこと，

原告と被告とのパソコン取引はパソコン５０台あるいは７０台という高額のも

のを対象としていたが，商品と代金が引換えでなく，先に原告が納品する取引

であったこと，平成１８年５月の取引は決済されたが，それは，原告と被告と



の間の通常の決済方法によるものではなく，その変更も，手形振出予定日直前

にＣから言ってきたものであること，さらに，本件売買契約での納品方法は，

Ｃが直接引き取りに来るというものであり，宅配便での納品のように，原告が

直接納品先への納品を確認する手段がとれるものではなかったことなど，Ｃが

被告の正規の取引として，平成１８年５月の取引及び本件売買契約を行ったか

どうかを疑わせる事情もあり，Ｄは，Ｃが所属している被告のＤＳ事業部の事

業部長であるＦと面識があり（Ｄが，ＦがＤＳ事業部所属であるかどうかの認

識を持っていたかどうかは問わない。），Ｆに，被告とのパソコン取引について

確認することも容易であったという状況において，原告が，Ｃ以外の被告側の

人間にＣの権限を一度も確認することがなく，Ｃに本件売買契約を締結する権

限があると信じたとしても，原告にそう信じたことにつき正当な理由があると

までいうことはできない。  
  (4) 民法１０９条に基づく主張（原告の主張その４）について  
 前記のとおり，Ｃは，原告に対し，被告作成の名刺を渡していたが，その名

刺には何ら肩書の記載はなく，Ｃが本件売買契約あるいはそれ以前の平成１８

年５月の取引において作成した書類にもＣの代理権を窺わせる記載はなかった

ことから，民法１０９条の適用の前提となる授権表示があったということはで

きない。  
 仮に，授権表示があったといえるとしても，前記(3)のとおり，Ｃに本件売買
契約締結の代理権がないと知らなかったことにつき，原告に過失がなかったと

までいうことはできない。  
 ３ 争点２について  
  (1) 前記１の事実によれば，本件売買契約当時，Ｃは被告の被用者であっ
たこと，Ｃは，本件売買契約を締結する権限もないのに，それがあるかのよう

に装って，原告（Ｅ，Ｄ）を誤信させ，原告との間で，本件売買契約を締結し，

原告から，同契約に基づく本件商品の納付を受けたこと，その後，Ｃは本件商

品についての売買代金を支払わず，あるいは被告からその支払をさせず，原告

に商品代金額２００１万０９００円相当額の損害を与えたことを認めることが

でき，Ｃにつき不法行為が成立するということができる。  
  (2) そして，被告の目的には，事務機，電算機及び教育機器の販売も含ま
れていること，Ｃが被告のＤＳ事業部で複写加工サービスの営業を担当してい

たこと，Ｃの担当には物品販売業務は含まれていなかったが，上司の許可があ

ればそれを行うこともできたこと，ＤＳ事業部では，消耗品や設備機器等の購

入をすることもあったことが認められることから，前記Ｃの不法行為は，その

行為の外形からしてあたかも被告の職務の範囲内の行為に属するものと見られ

るものであったということができ，したがって，Ｃの本件売買契約締結行為は，



被告の事業の執行につき行われたものと認めることができる。  
 被告は，Ｃの行為については，被告の目的外であり，被告の事実支配が及ば

ず，利益も帰属しないとか，被告においては，原告からの仕入に関し，仕入計

上も売上げ計上もしていないなどと主張するが，パソコン販売が被告の目的外

ということはできないし，被告のみならず，ＤＳ事業部も物品の購入をするこ

ともあったのは前述したとおりである。  
 また，Ｃはユニシステムとの取引から継続的にパソコンの売買を行っていた

こと，その売買による利益は被告に帰属していたこと，その取引でも本件売買

契約を含む原告とのパソコン取引でもＣは被告の真正な印章を用いており，そ

の管理が適切であれば，不正を防止することもできたことから，被告のＣに対

する支配可能性がなかったということはできず，被告の主張には理由がない。  
  (3) Ｃの行為は，Ｃの被告における職務権限内で適法に行われたものでは
なく，そのことにつき原告は悪意であったか，または知らなかったことについ

て重過失があったかどうかを検討する。  
   ア この点につき，被告が原告に悪意または重過失があったと評価でき

る事実として主張するうち，ＧがＣの不正な取引を知った上で，Ｅを紹介した

事実，Ｅは，その不正，すなわち，品名偽装していたことを知りながら，それ

につき何ら被告に確認することなく，不正な取引を引き継いで継続し，Ｃの言

うがままに取引をした事実，Ｅがユニシステムと同じ態様の取引をしていると

認識していた事実，ユニシステムと被告との不正な取引についての情報が原告

に伝わっていた事実を認めるに足りる証拠はない。  
 また，Ｅが，被告のＩＰＳ事業部の担当者であり，Ｃが所属しているＤＳ事

業部は複写加工の仕事が主であり，物品取引を扱っていないことを認識してい

た事実，原告において，物品取引をする被告のＩＰＳ事業部の担当部署とＤＳ

事業部の担当部署は分かれていた事実を認めるに足りる証拠もない。  
   イ 他方，被告の主張するうち，Ｇが請求書には実際とは異なるコピー

やスキャニング等を品名として記載していたこと，平成１８年４月分のパソコ

ン代金の請求書が２通に分けられ，Ｃに直接交付され，支払に当たり確認の電

話はされなかったこと，Ｃは，原告との間で過去に一度も本件売買契約のよう

なパソコンの大量発注をしたことはなかったこと，原告と被告とのパソコン取

引開始時に，原告から事前の連絡や確認はなく，基本的な取引契約書の取り交

わしも行っていなかったこと，本件売買契約については，原告が作成した書類

が用いられ，発注番号の記載はなく，押印されている被告のゴム印，社印はＣ

の所属する部署のものではなく，他部署のものをＣが盗用したのもであったこ

と，受領書については合計金額が請求書と一致せず，発行年月日が手書きであ

ったこと，原告からの請求書は直接Ｃに交付され，支払日の前日には原告から



被告に対し支払金額に関する確認はされなかったこと，原告は，被告の決済方

法，決済条件を知っていたが，本件売買契約の代金決済がそれと異なっていた

こと，納品が田中通商に対しなされたことは前記１で認定したとおりである。  
   ウ（ア） しかし，前記１のとおり，Ｃは，ユニシステムとの取引中，

請求書等に実際の納品物と異なる記載をさせ，また，納品先も被告でない第三

者としていたが，ユニシステムの担当者であるＧに対しては，その理由を顧客

からの要求であると説明し，Ｇもユニシステム自体もその理由を了解し，少な

くともユニシステム内では正規の取引として扱われていたこと，そして，ユニ

システムと被告との取引は最終取引の一部の支払を除き，すべて通常の決済方

法で決済されていたこと，その最後の支払も，方法は異なるものであったが，

Ｃは，手形による決済より早く支払う形をとったことなど，Ｃは，Ｇに対し，

パソコン取引が被告の正規のものと思わせる言動をとっていた。  
 したがって，Ｇあるいはユニシステムは，Ｃによるパソコン取引が不正なも

のとは考えておらず，それ以前からの取引の継続として，Ｃの権限を確認する

必要性を感じなかったものと推認できる。  
 そして，ＧからＥに対し，Ｃとの取引の具体的状況が伝えられることはなか

ったが，仮に，Ｇが，Ｅに尋ねられたとしても，Ｇは，異常がなかった旨回答

したことは容易に推測できる。  
 （イ） また，原告は，Ｃと取引するに当たり，Ｃ以外の被告の人間にＣの

権限等を確認することはなかったが，Ｅは，ＧがＣに納入するパソコンの納入

を担当していたことから，平成１７年２月から平成１８年４月までの取引が滞

りなくなされていた程度のことは認識していたものと思われるし，原告がユニ

システムに代わり，Ｃと取引をする経緯についてはＧから聞いていたので（証

人Ｅ，同Ｇ），ユニシステム同様に正規なものとして取引できるものと考えてい

たとしても不思議でない。  
 そして，Ｃは，原告と取引するに当たり，ユニシステムに対するように請求

書等の品名を変えるような要求はしなかったし，発注書等の書類の作成は原告

に依頼したものの，それに押印を求められれば，被告の正規の印章を持ち出し

て押印し，また，Ｅ及びＤを被告の会社に訪問させて，そこで前記押印した書

類の授受をするなどして，被告において正規の取引を行っているように偽装し

ていた。  
 また，被告の主張する事実のうち，基本的な取引契約書を取り交わしていな

かったことについては，原告が，被告との取引が２回行われた時点で，継続的

取引になると考え，基本契約書をＣに送付したが，それをＣが作成せず，その

ことにつき，原告が改めて被告と交渉する間もなく，Ｃの不正が発覚したとい

う経緯があったのであって，この点原告を責めるのは相当でない。  



 その取引において，原告が作成した書類が用いられ，それが通常の書式と異

なることや納品先が第三者であることについては，原告が発注書等の用紙を作

成する例も多々あること（甲１４の１から１４の８１まで，証人Ｄ），原告にお

いて異なる書式の契約書類が使用されることも珍しいことではないこと（甲１

５の１から１５の９３まで，証人Ｄ），原告が発注者以外の者に対し商品を納品

することにも例があること（甲１６の１から１６の３まで）から，特段奇異な

ものであったとまではいえないし，各書類に発注番号がないこと，書類に金額

の誤記があること及び手書の部分があることも含め，それらの事情があること

によって，Ｃの本件売買契約締結権限を特に疑うべきであったということもで

きない。  
 さらに，Ｃは，本件売買契約について，自分の所属しない部署の印章を用い

ているが，これについても，原告と被告との間では，Ｃが本件売買契約で用い

たような被告社印及び担当者の印のみ押捺された書類を用いた取引をしていた

例も他にあるし（甲９），原告のＥやＤを被告の本社に呼び寄せて，そこで，被

告の正規の印章を用いた書類を提示すなどして，権限あるかのように偽装した

Ｃの行動こそ問題にされるべきである。  
 平成１８年５月の取引及び本件売買契約の各請求書がＣに直接交付されたこ

とについても，前者の取引では，Ｃに請求書を直接渡したといっても，被告本

社内に出かけてのことであったし，後者の取引では，Ｃが自分で商品を引取り

にきたので，その際，便宜として渡したものと解され，いずれも，原告がＣの

行動に応じてしたことである。  
 以上のような取引状況において，支払日の前日に原告が被告の担当者に電話

確認を行わなかったことも，原告を責めるべき事情とはいえない。  
   エ 以上のほか，被告が，Ｃに，被告の正規の印章を自由に使用するに

任せていたことを考慮すれば（なお，被告は，民法７１５条１項ただし書の主

張をしながらこれを撤回しているが，そもそも，被告が監督上相当の注意義務

を履行していたともいえないし（証人Ｆ），印章の管理等相当の注意をしていれ

ば，Ｃの不法行為を防ぎ得たことは容易に推測できるところである。），前記２(3)
のとおり，Ｃが本件売買契約締結の代理権を有していたと信じたことにつき，

正当な理由があったとはいえず，あるいは，代理権がなかったことを知らなか

ったことにつき過失がないとはいえないとしても，Ｃの本件売買契約の締結行

為が，被告における職務権限内で適法に行われたものではないことにつき，原

告に悪意があったということはできず，また，公平の見地からして，原告に全

く保護を与えないことが相当と認められる状態には至っておらず，原告に重過

失があったということもできない。  
   オ したがって，被告は，Ｃの不法行為につき，使用者責任を負い，原



告の損害を賠償する責任があるというべきである。  
  (4) ところで，原告に悪意または重過失があったとの被告の主張において
は，Ｃが，本件売買契約を締結する権限もないのに，それがあるかのように装

って，原告を誤信させた不法行為につき，原告にも過失があったという主張が

含まれていると解されるところ，前記２(3)のとおり，原告においても，高額の
パソコン取引を行うについて，被告の担当者となるＣにその権限があるかどう

かを調査・確認すべき義務があり，それを怠った過失があると言わざるを得な

い。  
 そこで，その過失を損害賠償額の算定に当たり斟酌すべきところ，前記１，

２(3)及び３(3)等の事情を考慮すれば，原告の過失を２割とする過失相殺をする
のが相当である。  
 したがって，認容すべき原告の損害額は，商品代金相当額である２００１万

０９００円の８割である１６００万８７２０円である。  
 ４ よって，原告の請求は，主位的請求には理由がないから，これを棄却し，

予備的請求については，１６００万８７２０円及びこれに対する不法行為の日

の後の日であり，本件訴状送達の日の翌日である平成１８年１０月１４日から

支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理

由があるから，これを認容し，その余の請求を棄却し，訴訟費用の負担につき

民事訴訟法６４条本文，６１条を，仮執行宣言につき同法２５９条１項をそれ

ぞれ適用して，主文のとおり判決する。  
 （裁判官 桑原直子）  


